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令和６年度から

森林環境税が新たに導入されます
～国民一人一人が森を支える。森林環境税～～国民一人一人が森を支える。森林環境税～

個人住民税均等割　　［年額］ 令和５年度以前 令和６年度以降

国税 森林環境税 − １,０００円
県民税

個人住民税
均等割額

２,０００円 １,５００円
（うち福岡県森林環境税） （５００円） （５００円）

市民税 ３,５００円 ３,０００円
計 ５,５００円 ５,５００円

　平成２０年度から福岡県森林環境税（県税）が導入されていますが、令和６年度から新たに導入される
森林環境税は、国税です。県税と国税でそれぞれに目的、使途等が異なります。
※新たに導入される森林環境税の税収は全額が国によって森林環境譲与税として、都道府県・市区町村
　へ譲与されます。

　　国内に住所を有する個人に対して、新たに森林環境税【国税】１人年額１,０００円が導入され、国内に住所を有する個人に対して、新たに森林環境税【国税】１人年額１,０００円が導入され、
個人市県民税均等割と併せて課税されます。個人市県民税均等割と併せて課税されます。
　なお、個人市県民税の均等割は、東日本大震災復興基本法に基づき、平成２６年度から臨時的　なお、個人市県民税の均等割は、東日本大震災復興基本法に基づき、平成２６年度から臨時的
に１人年額１, ０００円（市民税５００円、県民税５００円）引き上げられていましたが、この臨時措に１人年額１, ０００円（市民税５００円、県民税５００円）引き上げられていましたが、この臨時措
置が令和５年度で終了します。置が令和５年度で終了します。

09 ２０歳になったら国民年金
　
国
民
年
金
は
、
年
を
と
っ
た
と
き
、
病
気
や
事
故
で
障
が
い
が
残
っ
た

と
き
、
家
計
を
支
え
る
人
が
亡
く
な
っ
た
と
き
に
、
働
い
て
い
る
世
代

み
ん
な
で
支
え
よ
う
と
い
う
考
え
で
作
ら
れ
た
仕
組
み
で
す
。

　

国
民
年
金
は
、

２０
歳
以
上

６０
歳
未
満
の
方
は
加
入
す
る
こ
と
が

義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

国
民
年
金
の
ポ
イ
ン
ト

◎
老
齢
年
金
・
・
・
老
後
を
支
え
ま
す

◎
障
害
年
金
・
・
・
病
気
や
事
故
で
障
が
い
の
状
態
に
な
っ
た
と
き
に

　
　
　
　
　
　
　
　
支
え
ま
す

◎
遺
族
年
金
・
・
・
加
入
者
が
亡
く
な
っ
た
と
き
、
子
の
あ
る
配
偶
者
、

　
　
　
　
　
　
　
　
子
を
支
え
ま
す

「
学
生
納
付
特
例
制
度
」

　

学
生
で
本
人
の
所
得
が
一
定
額
以
下
の
場
合
、
国
民
年
金
保
険
料
の

支
払
い
が
猶
予
さ
れ
る
制
度
で
す
。

　
対
象
と
な
る
学
生
は
、
学
校
教
育
法
に
規
定
す
る
大
学
、
大
学
院
、

短
期
大
学
、
高
等
学
校
、
高
等
専
門
学
校
、
専
修
学
校
及
び
各
種
学
校

（
修
業
年
限
１
年
以
上
で
あ
る
課
程
）、
一
部
の
海
外
の
日
本
分
校
に

在
学
す
る
方
で
す
。

「
納
付
猶
予
制
度
」

５０
歳
未
満
で
本
人
と
配
偶
者
の
所
得
が
一
定
額
以
下
の
場
合
、
国
民
年

金
保
険
料
の
支
払
い
が
猶
予
さ
れ
る
制
度
で
す
。(

学
生
以
外)　

 

　保険料を未納の
まま放置すると、年金の

給付を受け取れない
ことも •••。

また、保険料には
右記制度のほか、

免除制度があります。
ご利用の場合は、
申請が必要です。

〈問合せ〉
税務課住民税係　
☎️７５−４９７７

【国税】

〈問合せ〉
市民生活課国保・年金係

☎️７５−４９７３


